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目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシッ
プを活性化する

（11）広域連携体制の強化
・災害発生時における広域避難や不足する必要物資の広域受援について、国、県、関
係機関等との連携を強化します。

防災課 A

SDGs
連携分野

目指すべきまちの姿 東日本大震災以降の教訓や南海トラフ地震の被害想定等をふまえ 、あらゆる災害に強い安全・安心なまちになっています。

●主要施策と概要【ＰＬＡＮ】 この１年間の成果及び反省点【ＤＯ】 担当課

計画が未定の医療機関には情報提供を行いました。 健康推進課 B

令和５年度は耐震診断の件数はあったものの、耐震改修は０件と実績が
ありませんでした。今後は更なる普及啓発活動を行い、件数増加に繋げ
ていきます。

都市整備課 C

評価
【ＣＨＥＣ

Ｋ】

 (１) 総合的な防災・減災体制の確立【重点施策】
・南海トラフ地震の被害想定等をふまえ、あらゆる災害に強い安全・安心なまちづく
りを推進します。

リチウムイオン蓄電池、災害用簡易組立トイレを福祉避難所等へ配備し
ました。また、一次開設避難所等へ地震解錠ボックスを設置しました。

施策コード 基本目標 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち

１ １ 施策目標 防災対策の推進

第２次総合計画施策評価シート《令和５年度分》

目標６.　すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

目標９.　強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促
進及びイノベーションの推進を図る

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を
実現する

目標14.　持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用す
る

（12）業務継続体制の整備
・大規模災害時に継続して業務を実施するため、業務継続計画（ＢＣＰ）に基づき、
必要となる非常用電源等の確保や職員の業務体制を整備します。

業務継続体制を図るため、災害対策用リチウムイオン蓄電池を福祉開設
避難所へ配備しました。

防災課 A

A

B

各地区からの事業申請に基づき、現地調査による優先順位に従って施設
整備や修繕、浚渫等による適切な維持管理に取り組みました。

県施工により稲元地区始め５地区の排水路等の更新工事を計画通り実施
しました。引き続き計画的な施設の更新に努めます。

市内全域では避難者収容率を確保している中において、緊急時避難場所
の選択肢を増加するために、民間施設を利用した協定締結を進めて、２
か所の施設と協定を締結しました。

担当課より避難行動要支援者名簿管理方法や運用方法等で相談があった
場合は、適切に対処しました。

A

B

A

家具の転倒防止器具の設置の補助を実施しました。 防災課 A

A防災課

愛知学院大学との「浸水時における広域避難に関する協定」に基づき、
主に事前避難対象地域の自治会、自主防災組織の代表者等を対象に広域
避難訓練を実施しました。また、外部の災害対応機関とのリエゾン連携
訓練を実施しました。

B

A

A

A

A

A

A

 (２）災害時の情報伝達の充実
・災害発生時に迅速に避難勧告や津波警報などの緊急情報を伝達し、適切な避難行動
を促進します。

（３）自主防災組織の活動支援【重点施策】
・自主防災組織未結成地区に対する結成促進とともに、既結成地区における活動を支
援します。

（４）防災用拠点施設の整備
・南海トラフ地震をはじめ 様々な災害に対応できる機能を有する防災拠点施設とし
て、庁舎を整備します。

広報、ホームページ、出前講座等で安全・安心メールやYahoo!防災情報
アプリ等の防災情報の取得を啓発しました。

防災訓練を実施する自主防災組織に対し、活動費や資機材整備費の補助
をしました。また出前講座を実施し、自主防災組織の資質向上を促進し
ました。

令和２年に庁舎整備を終え、防災拠点施設としての維持管理を行ってい
ます。

防災課

防災課

財政課

避難確保計画の策定等を行うように担当課へ実施要請をしました。ま
た、提出された計画の中身を確認し、より実施しやすい計画になるよう
助言をしました。

新たに１箇所策定が完了し、全体で12箇所、約７割の施設で策定完了と
なりました。引き続き未策定の施設に対して計画策定の促進を図ってい
きます。

（10）建築物の耐震診断及び改修等の支援
・南海トラフ地震に備え、耐震改修促進計画に基づき、住宅等建築物の耐震診断及び
改修や、家具の転倒防止器具の設置を支援します。

下水道課

産業振興課

防災課

防災課

福祉課

介護高齢課

防災課

福祉課

各施設に避難確保計画策定状況と避難訓練の実施状況を書面で確認しま
した。まだ策定していない施設に策定や訓練の実施を促進していく必要
があります。

介護高齢課

（８）防災地域づくり事業の推進
・高齢者や障がい者が孤立せず、住み慣れた地域で安全・安心な生活が継続できるよ
う、避難行動要支援者登録台帳を整備し、有効活用しながら、市民相互が、支え合う
地域づくりを推進します。

（９）要配慮者利用施設避難確保計画策定の促進
・社会福祉施設、医療施設などの防災上の配慮を要する人が利用する施設について、
避難確保計画の策定や訓練の実施を促進します 。

障がい者手帳の交付時に避難行動要支援者登録台帳への登録を案内し、
台帳の整備を推進しました。新たに登録された台帳は、災害時に活用す
るため、各地区の自主防災会等の地域支援者へ情報提供しています。ま
た、地域支援者と協議を重ね、登録された台帳の中からモデルケースと
なる個別避難計画の作成に取り組みました。

民生委員を通じて、ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯に福祉票の作成を
依頼し、その中の弥富市避難行動要配慮者登録台帳において、地域支援
者への情報提供の同意を得ることを促すことで、多くの対象の方に同意
をしていただきました。

（５）市街地排水路の維持整備
・市街地における浸水被害を防止するため、排水路の流下能力の向上を検討し、維持
整備を計画的に進めるとともに、既設排水路の適正管理を目指します。

（６）基幹排水施設の整備・更新
・本市地域一帯の排水を担う排水機場及び幹線排水路等について、その機能を確実に
発揮させるために、国、県、関係機関等と連携し、各施設の整備・更新を計画的に行
うとともに、土地改良区が行う排水機の運転・管理に対する支援を行います。

（７）浸水時の緊急避難場所の確保【重点施策】
・浸水時に避難できる緊急避難場所の確保を図るため、公共施設の緊急避難場所の指
定のほか、民間所有の高く強固な建物を津波・高潮緊急時避難場所として指定すると
ともに、自治会と民間との協定の締結を支援します。



災害対策(地震・風水害等)の充実

(２) 安全・防災メールの登録者数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

5,285

●成果指標 単位

人

対象外

対象外

対象外

防災課

健康推進課

福祉課

今後も各地区からの事業申請に基づき、現地調査を行い、優先順位を付
け適切に維持管理を行います。

対象外

対象外

現状は人口に対し緊急時避難場所の面積は確保できていますが、地区に
より隔たりがあるため、引き続き、更なる確保を進めていく必要があり
ます。

対象外

対象外

対象外

対象外

現状維持

対象外

対象外

現状維持

対象外

産業振興課 対象外 対象外

(9-2)

(9-3)

防災訓練事業

防災施設管理事業

排水路管理事業

県営地盤沈下対策事業負担金事業（排水路事業分）

排水機維持管理事業

津波・高潮緊急時避難場所確保事業

避難行動要支援者登録台帳整備事業

避難確保計画策定促進事業(9-1)

避難確保計画策定促進事業

避難確保計画策定促進事業

(3)

防災メール発信事業

自主防災組織活動支援事業

(6-3) 県営湛水防除事業負担金事業

個

現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

3 4 6 6 87

地域内の連携、市民の防災意識の向上のために、今後も現状どおり事業
を進めていきます。

大規模災害に備え、防災倉庫、行政防災無線などの防災施設の適切な管
理を行っていきます。

引き続き地元要望を聞きながら、地域に適した防災資機材の提案や防災
訓練の内容調整を検討しながら進めていきます。

防災課

防災課

防災課

防災課

(7)

(8)

下水道課

産業振興課

産業振興課

防災課

福祉課

(1-2)

(1-3)

(2)
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●施策目標に対する市民満足度 単位 目指す方向性

➚

中間値
(令和４年度)

29.5

現状値 各年度の実績値
目標値

(目指す方向性)

現状値
(平成29年度)

17.9

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度令和４年度

4,100 4,034 4,487 5,021 5,194 4,600 4,800

24

6.6

55

91

31

40

1.7

51

73

5

27

事業
No

実施計画に係る事業名 担当部署 今後の進め方【ＡＣＴＩＯＮ】

現状維持

現状維持

避難確保計画策定促進事業

民間木造住宅耐震改修費補助事業

(9-4)

(10)

介護高齢課

都市整備課

対象外

住宅の耐震化については関心は高いものの、耐震工事をするなら建て替
えを希望する人が多く、耐震化の進捗率は上がらないのが実情ですが、
今後も普及啓発活動を続け、現状どおり事業を進めていくことが妥当と
考えられます。

対象外

現状維持

(5)

(6-1)

(6-2)

(12) 業務継続体制整備事業 防災課

(1-1) 災害対策用資機材配備事業 防災課
大規模災害に備え、引き続き避難所や防災倉庫などに災害対策用資機材
を、計画的に配備を進めていきます。

令和４年度にすべての一次開設避難所へ１台ずつ配備が完了しました。
令和５年度から福祉避難所へ計画的に配備しています。今後は、配備す
る数量や場所等を検討していく必要があります。

災害発生時に迅速に緊急情報を伝達することにより、適切な避難行動の
促進に繋がります。今後も現状どおり事業を進めることが妥当と考えま
す。

施策の今後の方針
【ＡＣＴＩＯＮ】

災害発生時には、避難行動に時間を要する避難行動要支援者の迅速な避難のため、ワークショップなどを通じ市民の意見を取り入れた要配慮者利用施設の避
難確保計画の策定を促進します。また、市民の防災意識の向上等を図るため、学区の防災訓練や自主防災会の支援を行います。大雨災害等による浸水対策に
ついては、市街地排水路の維持・整備及び市内の雨水排水を担う基幹排水施設の整備を行い、雨水排水施設等を良好な状態に保つため適正に管理していきま
す。



事業Ｎｏ

(1-1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

南海トラフ地震などの大規模災害に備え、避難所や防災倉
庫などに災害対策用の資機材を配備することで、避難行動
や避難所運営を円滑に行えるようにします。

令和元 年度 終了年度 令和10 年度

災害に備え、避難用ボート、簡易組立トイレを備蓄しま
す。

開始年度

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

主要施策

主要事業

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

1 防災対策の推進

○
1

総合的な防災・減災体制の確立

災害対策用資機材配備事業

基本目標

施策目標

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

地域防災計画

津波避難計画

事業の開始・
終了

災害対策用資機材配備事業 防災課 防災グループ 令和6年5月15日

SDGs
連携分野

事業目的
主な協働・
関連団体等

基本計画

1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

現状維持

課長意見

大規模災害に備え、引き続き避難所や防災倉庫などに災害対策用資機材を、計画的に配備を進めていきます。

評価の結果

避難所生活の衛生面の水準向上を図るため必要です。

災害用簡易組立トイレは順次、避難所へ計画的に配備していま
す。

災害用簡易組立トイレについては、市が１次開設避難所へ２個
ずつ配備した実績があり、福祉避難所や２次開設避難所へ市が
計画的に配備することが効果的と考えます。

南海トラフ地震の被害想定等を踏まえ、災害対策用資機材を配
備することにより、災害に強い安全・安心なまちづくりにつな
がります。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

災害用簡易組立
トイレ

令和７年度（計画）令和６年度（計画）令和５年度（計画）

方向性

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

事業費
（直接経費）

891

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

災害用簡易組立
トイレ

0

(平成29年度) 令和元年度

891

891

0

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

891

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

891

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数 60

12

50

5

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業内訳

合　　　計

令和４年度

施策への貢献度

49

69

(２) 安全・防災メールの登録者数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

必要性

効率性

妥当性

項目

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

0

24 45

個 3 4

団体 4042

人 4,100 4,034 4,600 4,800

792

令和２年度

264 0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

令和10年度

51

1.7

令和３年度 令和５年度 令和５年度

73

5

60

80

14

55

891

事業費
（直接経費）

災害用簡易組立
トイレ

令和５年度（実績）
事業費

（直接経費）
内訳

（具体的な内容）

792

内訳
（具体的な内容）

災害用簡易組立
トイレ

事業費
（直接経費）

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

264

8 8

㎞

か所

件

か所

戸

0.4

14

27 65

75

指標の分析



事業Ｎｏ

(1-2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

南海トラフ地震などの大規模災害に備え、防災訓練を行う
ことにより、市民一人一人の防災意識向上を図ることを目
的とします。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

防災訓練事業 防災課 防災グループ 令和6年5月15日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

○主要施策
1

総合的な防災・減災体制の確立

主要事業 防災訓練事業

事業概要

各学区コミュニティの防災訓練に対する助言及び支援を行
います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

地域防災計画

津波避難計画

事業の開始・
終了

開始年度 令和元 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

(補助額)

評価の結果

市民の防災意識の向上を図るため実施する必要があります。

令和４年度は新型コロナウイルス感染症の影響により地域の
防災訓練は中止となりましたが、令和５年度は新型コロナウ
イルス感染症が５月に５類に移行となり、令和４年度に比べ
て地域の防災訓練の実施数が増加しました。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

(補助額)

0

0 (補助額)0

令和４年度

4,600

5

75

合　　　計

0

4,800

12

(２) 安全・防災メールの登録者数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

人

団体

か所

令和７年度（計画）令和６年度（計画）令和５年度（計画）
内訳

（具体的な内容）

(補助額)(補助額)(補助額)

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

0

事業費
（直接経費）

0

事業費
（直接経費）

0 0

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 0 0

(補助額) (補助額)(補助額)

42 40 50 60

4,100 4,034

49 51 55 60

㎞ 0.4 1.7

80

か所 0 5 14 14

件 69 73

45 65

個 3 4 8 8

戸 24 27

必要性

効率性

指標の分析

項目

妥当性

施策への貢献度

地域で防災訓練を実施することにより、地域内の連携、市民
の防災意識の向上を図ることができるため防災訓練を実施す
ることが望ましいです。

南海トラフ地震の被害想定等を踏まえ、防災訓練を実施する
ことにより、地域の連携、市民の防災意識の向上につながり
ます。

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

方向性

現状維持

課長意見

地域内の連携、市民の防災意識の向上のために、今後も現状どおり事業を進めていきます。



事業Ｎｏ

(1-3)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

南海トラフ地震などの大規模災害に備え、防災倉庫、防災
行政無線などの防災施設の適切な管理を行い、災害時の災
害資機材、備蓄品確保や避難情報伝達を円滑に行うことを
目的とします。 主な協働・

関連団体等

SDGs
連携分野

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

防災施設管理事業 防災課 防災グループ 令和6年5月15日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

○主要施策
1

総合的な防災・減災体制の確立

主要事業 防災施設管理事業

事業概要

中山防災倉庫、南部地区防災センター、耐震性貯水槽、県
行政防災無線、市行政防災無線（同報系、移動系）の保守
等を行い、災害時に適切に使用できるように管理します。

関連する
個別計画・
根拠法令等

地域防災計画

津波避難計画

事業の開始・
終了

開始年度 令和元 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

(補助額)

電気料

耐震性貯水槽水質検
査手数料

防災施設工事請
負費

評価の結果

大規模災害に備え、防災倉庫、防災行政無線などの防災施設
の適切な管理を行い、災害時の資機材、備蓄品の確保や避難
情報伝達を円滑に行うことができます。

新規の緊急時避難場所を示す標識を設置しました。また、地
震解錠ボックスを設置し、市民に対して避難先の周知及び防
災意識の向上を図ることができました。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

(補助額)

電気料

耐震性貯水槽水質検
査手数料

防災施設工事請
負費

7,215

1,558 (補助額)

耐震性貯水槽水質検
査手数料

0

令和４年度

防災施設工事請
負費

750

4,600

5

75

合　　　計

0

4,800

12

(２) 安全・防災メールの登録者数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

人

団体

か所

令和７年度（計画）令和６年度（計画）令和５年度（計画）
内訳

（具体的な内容）

耐震性貯水槽水質検
査手数料

(補助額)(補助額)(補助額)

1,1421,142

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

1,473

事業費
（直接経費）

1,473

事業費
（直接経費）

電気料 1,037 1,473

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

電気料

防災施設工事請
負費

3,333 750

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

4,600

1,076 1,142

(補助額)

(補助額) 807 (補助額)(補助額)(補助額) 1,558

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

3,365

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 807

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 5,446 3,365

(補助額) (補助額)(補助額)

42 40 50 60

4,100 4,034

49 51 55 60

㎞ 0.4 1.7

80

か所 0 5 14 14

件 69 73

45 65

個 3 4 8 8

戸 24 27

必要性

効率性

指標の分析

項目

妥当性

施策への貢献度

市が防災施設の保守等を行い、災害時において適切に使用で
きるように管理するのが効果的と考えます。

市が防災施設の保守等を行い、管理することにより、災害時
において適切に使用できるようになります。

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

方向性

現状維持

課長意見

大規模災害に備え、防災倉庫、行政防災無線などの防災施設の適切な管理を行っていきます。



事業Ｎｏ

(2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

災害発生時に迅速に避難勧告や津波警報などの緊急情報を
伝達し、適切な避難行動を誘導することを目的とします。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

防災メール発信事業 防災課 防災グループ 令和6年5月15日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策
2

災害時の情報伝達の充実

主要事業 安全・防災メール発信事業

事業概要

災害発生時に、適切な避難行動を行ってもらうため、市民
の一人一人に即時に避難情報や避難所開設情報、地震情報
をメール、電話、ＦＡＸで発信します。

関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 令和元 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

(補助額)

防災防犯情報配信業務委
託料

評価の結果

災害情報をメール配信するとともに、高齢者、障がい者等の
避難行動要支援者に、電話、ファックスで避難指示等を発信
することにより、早期避難に繋がります。

令和２年９月１日より防災情報のメールを受信できない方を
対象に固定電話の音声、ファックスで災害情報を受け取る防
災防犯情報配信業務委託契約を締結したことにより、情報の
受信効率が向上しました。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

(補助額)

防災防犯情報配信業務委
託料

2,178

0 (補助額)0

令和４年度

5,285 5,194 4,600

5

75

合　　　計

0

4,800

12

(２) 安全・防災メールの登録者数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

人

団体

か所

令和７年度（計画）令和６年度（計画）令和５年度（計画）
内訳

（具体的な内容）

(補助額)(補助額)(補助額)

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

1,782

事業費
（直接経費）

2,178

事業費
（直接経費）

防災防犯情報配信業
務委託料 2,178 1,782

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

防災防犯情報配信業務委
託料

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

1,782

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 2,178 1,782

(補助額) (補助額)(補助額)

42 40 50 60

4,100 4,034 4,487 5,021

49 51 55 60

㎞ 0.4 1.7

80

か所 0 5 14 14

件 69 73

45 65

個 3 4 8 8

戸 24 27

必要性

効率性

指標の分析
海翔高校の生徒にメール登録の啓発をしていたが、卒業や高校の再編に伴い募集停止になったため、登録者数が減少したと
思われます。

項目

妥当性

施策への貢献度

災害情報は市から配信するため、市が実施するのが妥当と考
えます。

防災情報等の市民への周知は、災害発生時に迅速に避難指示
や津波警報などの緊急情報を伝達をすることで、適切な避難
行動の促進に繋がります。

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

方向性

現状維持

課長意見

災害発生時に迅速に緊急情報を伝達することにより、適切な避難行動の促進に繋がります。今後も現状どおり
事業を進めることが妥当と考えます。



事業Ｎｏ

(3)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

自主防災組織の活動を推進するため、その活動に対する経
費について補助を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

自主防災組織補助金交付要綱

事業の開始・
終了

開始年度 令和元 年度 終了年度 令和10 年度

自主防災組織活動支援事業 防災課 防災グループ 令和6年5月15日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

○主要施策
3

自主防災組織の活動支援

主要事業 自主防災組織活動支援事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

自主防災組織の既結成地区における活動を支援します。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

方向性

現状維持

課長意見

引き続き地元要望を聞きながら、地域に適した防災資機材の提案や防災訓練の内容調整を検討しながら進めて
いきます。

必要性

0

令和４年度

17

(補助額)

評価の結果

自主防災組織の活動や防災資機材等の整備及び訓練を支援す
ることは、市民自らが生命と財産を守るという自助と、地域
全体で支え合う共助の防災対策確立のために必要です。

自主防災会が防災訓練を行うことで、地域における防災力の
向上に繋がります。

(補助額)0 (補助額)

妥当性

施策への貢献度

効率性

市内全体の防災力を向上させるためには、市が自主防災組織
の活動や防災資機材等の整備経費を支援することが妥当と考
えます。

自主防災組織の活動や防災資機材等の整備及び訓練が充実し
て行われることにより市民の安全安心に繋がります。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

項目

指標の分析

(２) 安全・防災メールの登録者数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

令和５年５月より新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行し、令和４年度より訓練数が増加しましたが、影響を鑑
み、訓練を中止した地区も多くありました。自主防災組織には引き続き、平時での訓練が災害時に有用であることを積極的
に周知していきます。

45 65

個 3 4 8 8

戸 24 27

75 80

か所 0 5 14 14

件 69 73

5 12

か所 49 51 55 60

㎞ 0.4 1.7

4,600 4,800

団体 42 40 5 9 25 50 60

人 4,100 4,034

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 2,841 5,151

(補助額) (補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

5,1515,151

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

自主防災組織補
助金

2,841 5,151

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

自主防災組織補
助金

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

5,151

事業費
（直接経費）

5,151
自主防災組織補
助金

自主防災組織補
助金

令和７年度（計画）令和６年度（計画）令和５年度（計画）



事業Ｎｏ

(5)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

地区からの申請等に基づき、優先順位を定め、排水路の整
備、修繕及び浚渫等を実施します。

関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 令和元 年度 終了年度 令和10 年度

排水路管理事業 下水道課 施設管理グループ 令和6年5月2日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策
5

市街地排水路の維持整備

主要事業 排水路管理事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

市街地排水路の計画的な整備及び適正な管理の実施によ
り、生活環境の悪化及び浸水被害の防止、軽減を図りま
す。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標６.　すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

目標14.　持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

方向性

現状維持

課長意見

今後も各地区からの事業申請に基づき、現地調査を行い、優先順位を付け適切に維持管理を行います。

必要性

6,000

令和４年度

(補助額)

評価の結果

生活環境の悪化及び浸水被害の防止、軽減を図るため必要な
事業です。

緊急性や事業効果等を検討し、工法や整備箇所を決定してい
ます。

(補助額)6,000 (補助額)

妥当性

施策への貢献度

効率性

地区からの申請等に基づき、市が行うものとされています。

生活環境の悪化及び浸水被害の防止、軽減を図るため必要な
事業であり排水路整備・管理事業は貢献しています。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

項目

指標の分析

(２) 安全・防災メールの登録者数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

45 65

個 3 8 8

戸 24

75 80

か所 0 14 14

件 69

5 12

か所 49 55 60

㎞ 0.4

4,600 4,800

団体 42 50 60

人 4,100

6,000

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 14,375 20,790

(補助額) (補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

20,99020,790

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

3,630 6,800

(補助額) 6,000

排水路浚渫工事
費

(補助額)(補助額)(補助額) 6,000

6,800

6,000

7,000
排水路浚渫工事
費

排水路浚渫工事
費

排水路浚渫工事
費

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

排水路整備工事
費

10,745 13,990

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

排水路整備工事
費

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

13,990

事業費
（直接経費）

13,990
排水路整備工事
費

排水路整備工事
費

令和７年度（計画）令和６年度（計画）令和５年度（計画）



事業Ｎｏ

(6-1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

愛知県が実施する農業用用排水施設の整備事業について、
事業費の一部を負担します。

関連する
個別計画・
根拠法令等

土地改良法

事業の開始・
終了

開始年度 平成28 年度 終了年度 令和10 年度

県営地盤沈下対策事業負担金事業（排水路事業分） 産業振興課 基盤整備グループ 令和6年5月14日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策
6

基幹排水施設の整備・更新

主要事業 県営地盤沈下対策事業負担金事業（排水路事業分）

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

地盤沈下に起因して生じた農地や農業用施設の効用の低下
を従前の状態に回復するため、農業用用排水施設の改修を
行います。

主な協働・
関連団体等

愛知県

SDGs
連携分野

目標６.　すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

目標９.　強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

方向性

対象外

課長意見

対象外

必要性

51,300

令和４年度

4.7

(補助額)

評価の結果

評価対象外

評価対象外

(補助額)47,500 (補助額)

妥当性

施策への貢献度

効率性

評価対象外

評価対象外

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

項目

指標の分析

(２) 安全・防災メールの登録者数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

農業用用排水施設の改修については、事業進行中であり、目標年度までの完了に向けて計画どおり進捗しています。

45 65

個 3 4 8 8

戸 24 27

75 80

か所 0 5 14 14

件 69 73

5.3 12.1

か所 49 51 55 60

㎞ 0.4 1.7 2.3 3.6 5.0

4,600 4,800

団体 42 40 50 60

人 4,100 4,034

69,700

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 24,200

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 26,819 78,396

(補助額) (補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

57,00053,400

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) 24,200 69,700(補助額)(補助額)(補助額) 47,500 51,300

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

県営事業負担金 26,819 78,396

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

県営事業負担金

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

53,400

事業費
（直接経費）

57,000県営事業負担金 県営事業負担金

令和７年度（計画）令和６年度（計画）令和５年度（計画）



事業Ｎｏ

(6-2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

土地改良区が所有する土地改良施設（排水機場）の適正な
維持管理のため、事業費の一部を負担します。

関連する
個別計画・
根拠法令等

弥富市土地改良事業等補助金交付要綱

事業の開始・
終了

開始年度 平成18 年度 終了年度 令和10 年度

排水機維持管理事業 産業振興課 基盤整備グループ 令和6年5月14日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策
6

基幹排水施設の整備・更新

主要事業 排水機維持管理事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

土地改良区が所有する土地改良施設（排水機場）の維持管
理に対し、農家負担の軽減を図ります。

主な協働・
関連団体等

土地改良区

SDGs
連携分野

目標６.　すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

目標９.　強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

方向性

対象外

課長意見

対象外

必要性

0

令和４年度

(補助額)

評価の結果

評価対象外

評価対象外

(補助額)0 (補助額)

妥当性

施策への貢献度

効率性

評価対象外

評価対象外

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

項目

指標の分析

(２) 安全・防災メールの登録者数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

45 65

個 3 4 8 8

戸 24 27

75 80

か所 0 5 14 14

件 69 73

5 12

か所 49 51 55 60

㎞ 0.4 1.7

4,600 4,800

団体 42 40 50 60

人 4,100 4,034

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 30,358 42,590

(補助額) (補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

42,59042,590

0(補助額) 0 (補助額)(補助額)(補助額) 0 0

0

孫宝排水土地改良
区補助金

10,808 18,054

(補助額) 0 (補助額)(補助額)(補助額) 0

18,054

0

18,054
孫宝排水土地改良
区補助金

孫宝排水土地改良
区補助金

孫宝排水土地改良
区補助金

3,514 4,436

(補助額) 0 0

十四山土地改良区
補助金

(補助額)(補助額)(補助額) 0

4,436

0

4,436
十四山土地改良区
補助金

十四山土地改良区
補助金

十四山土地改良区
補助金

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

鍋田土地改良区
補助金

16,036 20,100

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

鍋田土地改良区
補助金

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

20,100

事業費
（直接経費）

20,100
鍋田土地改良区
補助金

鍋田土地改良区
補助金

令和７年度（計画）令和６年度（計画）令和５年度（計画）



事業Ｎｏ

(6-3)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

愛知県が実施する排水機場の整備事業について、事業費の
一部を負担します。

関連する
個別計画・
根拠法令等

土地改良法

事業の開始・
終了

開始年度 令和5 年度 終了年度 令和10 年度

事業目的

流域開発による流出量の増大や、地盤沈下等の立地条件の
変化により、排水条件の悪化した地域を対象に、農地や農
業用施設等の湛水被害を未然に防止するため、排水機場の
整備を行います。 主な協働・

関連団体等

愛知県

SDGs
連携分野

目標６.　すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

目標９.　強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策
6

基幹排水施設の整備・更新

主要事業 県営湛水防除事業負担金事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

県営湛水防除事業負担金事業 産業振興課 基盤整備グループ 令和6年5月14日



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

課長意見 方向性

対象外 対象外

妥当性 ・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか 評価対象外

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

評価対象外

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

評価対象外

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

評価対象外

指標の分析

項目 評価視点 評価の結果

65

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数 個 3 4 8 8

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数 戸 24 27 45

80

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数 か所 0 5 14 14

(７) 企業等との災害時協定の締結数 件 69 73 75

12

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数 か所 49 51 55 60

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長 ㎞ 0.4 1.7 5

4,800

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数 団体 42 40 50 60

(２) 安全・防災メールの登録者数 人 4,100 4,034 4,600

(補助額) 21,600

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0 (補助額) 0 (補助額) 21,600

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績） 令和５年度（計画）

(補助額)

合　　　計 800 合　　　計 3,200 合　　　計 24,000 合　　　計 24,000

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 0 (補助額) 0 (補助額) 21,600 (補助額) 21,600

令和６年度（計画） 令和７年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

県営事業負担金 800 県営事業負担金 3,200 県営事業負担金 24,000 県営事業負担金 24,000

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）



事業Ｎｏ

(7)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

公共施設及び民間が所有する、高層で強固な建物を「津
波・高潮緊急時避難場所」として指定するとともに、自治
会と民間との協定の締結を支援します。

関連する
個別計画・
根拠法令等

津波避難計画

事業の開始・
終了

開始年度 令和元 年度 終了年度 令和10 年度

津波・高潮緊急時避難場所確保事業 防災課 防災グループ 令和6年5月15日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

○主要施策
7

浸水時の緊急避難場所の確保

主要事業 津波・高潮緊急時避難場所確保事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

浸水時に避難できる緊急避難場所の確保を図ります。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

方向性

現状維持

課長意見

現状は人口に対し緊急時避難場所の面積は確保できていますが、地区により隔たりがあるため、引き続き、更
なる確保を進めていく必要があります。

必要性

0

令和４年度

58

(補助額)

評価の結果

市域のほとんどが海抜「ゼロメートル地帯」であるため、最
大規模の高潮災害に備えた緊急時避難場所の確保が求められ
ています。

民間施設２か所を緊急時避難場所として確保することができ
ました。

(補助額)5,000 (補助額)

妥当性

施策への貢献度

効率性

市が計画的に官民協定を進めるとともに、民民協定を推進す
ることが効果的と考えます。

人口に対し緊急時避難場所の面積は確保できていますが、地
区により隔たりがあるため、更なる確保を進めていきます。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

項目

指標の分析

(２) 安全・防災メールの登録者数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

緊急時避難場所の指定は民間施設を利用する形で、企業等との災害協定締結数が順調に増加しています。

45 65

個 3 4 8 8

戸 24 27

75 80

か所 0 5 14 14

件 69 73 89

5 12

か所 49 51 56 55 73 55 60

㎞ 0.4 1.7

4,600 4,800

団体 42 40 50 60

人 4,100 4,034

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 5,000

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 11,280 0

(補助額) (補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

010,095

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) 5,000 (補助額)(補助額)(補助額) 5,000

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

工事費 11,280 0

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

10,095

事業費
（直接経費）

0工事費

令和７年度（計画）令和６年度（計画）令和５年度（計画）



事業Ｎｏ

(8)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

避難行動要支援者登録台帳への登録を促し、台帳の整備に
より、緊急時における要支援者の配慮が必要な情報の共有
を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

弥富市地域防災計画

弥富市津波避難計画

事業の開始・
終了

開始年度 平成27 年度 終了年度 令和10 年度

避難行動要支援者登録台帳整備事業 福祉課 社会福祉グループ 令和6年5月13日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策
8

防災地域づくり事業の推進

主要事業 避難行動要支援者登録台帳整備事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

避難行動要支援者登録台帳を整備することで、高齢者や障
がい者等の要配慮者が災害時等の緊急時に孤立させないこ
とを目的とします。

主な協働・
関連団体等

自主防災会

自治会

民生・児童委員

SDGs
連携分野

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

方向性

対象外

課長意見

対象外

必要性

0

令和４年度

(補助額)

評価の結果

評価対象外

評価対象外

(補助額)0 (補助額)

妥当性

施策への貢献度

効率性

評価対象外

評価対象外

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

項目

指標の分析

(２) 安全・防災メールの登録者数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

45 65

個 3 4 8 8

戸 24 27

75 80

か所 0 5 14 14

件 69 73

5 12

か所 49 51 55 60

㎞ 0.4 1.7

4,600 4,800

団体 42 40 50 60

人 4,100 4,034

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 0 0

(補助額) (補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

00

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

0 0

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

0

事業費
（直接経費）

0

令和７年度（計画）令和６年度（計画）令和５年度（計画）



事業Ｎｏ

(9-1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

要配慮者利用施設避難確保計画をすべての施設が策定する
ように支援します。

関連する
個別計画・
根拠法令等

水防法

津浪防災地域づくり法

事業の開始・
終了

開始年度 令和元 年度 終了年度 令和10 年度

避難確保計画策定促進事業 防災課 防災グループ 令和6年5月15日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策
9

要配慮者利用施設避難確保計画策定の促進

主要事業 避難確保計画策定促進事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

社会福祉施設、医療施設などの防災上の配慮を要する人が
利用する施設について、水害等の災害時に要配慮者が速や
かに避難できることを目的とします。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

方向性

対象外

課長意見

対象外

必要性

0

令和４年度

(補助額)

評価の結果

評価対象外

評価対象外

(補助額)0 (補助額)

妥当性

施策への貢献度

効率性

評価対象外

評価対象外

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

項目

指標の分析

(２) 安全・防災メールの登録者数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

要配慮者利用施設に対し、避難確保計画策定の有無を確認したところ、多くの施設が策定していました。

45 65

個 3 4 8 8

戸 24 27

75 80

か所 0 5 24 31 32 14 14

件 69 73

32

5 12

か所 49 51 55 60

㎞ 0.4 1.7

4,600 4,800

団体 42 40 50 60

人 4,100 4,034

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 0 0

(補助額) (補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

00

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

0 0

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

0

事業費
（直接経費）

0

令和７年度（計画）令和６年度（計画）令和５年度（計画）



事業Ｎｏ

(9-2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

入院が出来る医療施設（要配慮者利用施設）に対して避難
確保計画及び避難訓練の実施など支援します。

関連する
個別計画・
根拠法令等

水防法

津波防災地域づくり法

事業の開始・
終了

開始年度 平成30 年度 終了年度 令和10 年度

避難確保計画策定促進事業 健康推進課 保健企画グループ 令和6年5月20日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策
9

要配慮者利用施設避難確保計画策定の促進

主要事業 避難確保計画策定促進事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

医療施設の防災上の配慮を要する人が利用する施設につい
て、水害等の災害時に要配慮者が速やかに避難できること
を目的とします。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

方向性

対象外

課長意見

対象外

必要性

0

令和４年度

(補助額)

評価の結果

評価対象外

評価対象外

(補助額)0 (補助額)

妥当性

施策への貢献度

効率性

評価対象外

評価対象外

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

項目

指標の分析

(２) 安全・防災メールの登録者数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

45 65

個 3 8 8

戸 24

75 80

か所 0 23 24 14 14

件 69

5 12

か所 49 55 60

㎞ 0.4

4,600 4,800

団体 42 50 60

人 4,100

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 0 0

(補助額) (補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

00

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

0 0

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

0

事業費
（直接経費）

0

令和７年度（計画）令和６年度（計画）令和５年度（計画）



事業Ｎｏ

(9-3)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

平成29年に水防法の一部が改正され、地域防災計画に定め
られた要配慮者利用施設に避難確保計画の作成及び避難訓
練の実施が義務付けられていることから、利用者が迅速に
避難できるような計画の策定状況や訓練の実施状況を年１
回書面にて確認します。 関連する

個別計画・
根拠法令等

水防法

弥富市地域防災計画

弥富市津波避難計画

事業の開始・
終了

開始年度 平成30 年度 終了年度 令和10 年度

避難確保計画策定促進事業 福祉課 障害福祉グループ 令和6年5月13日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策
9

要配慮者利用施設避難確保計画策定の促進

主要事業 避難確保計画策定促進事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

社会福祉施設や医療施設などの要配慮者利用施設におい
て、避難確保計画の作成及び避難訓練を実施し、水害等の
災害時に要配慮者が速やかに避難できることを目的としま
す。 主な協働・

関連団体等

障害児通所支援事業所

特別養護老人ホーム長寿の里・十四山

地域活動支援センター

SDGs
連携分野

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

方向性

対象外

課長意見

対象外

必要性

0

令和４年度

(補助額)

評価の結果

評価対象外

評価対象外

(補助額)0 (補助額)

妥当性

施策への貢献度

効率性

評価対象外

評価対象外

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

項目

指標の分析

(２) 安全・防災メールの登録者数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

新規に開始した事業所の提出により、１件増加しました。

45 65

個 3 4 8 8

戸 24 27

75 80

か所 0 5 24 31 12 14 14

件 69 73

32

5 12

か所 49 51 55 60

㎞ 0.4 1.7

4,600 4,800

団体 42 40 50 60

人 4,100 4,034

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 0 0

(補助額) (補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

00

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

0 0

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

0

事業費
（直接経費）

0

令和７年度（計画）令和６年度（計画）令和５年度（計画）



事業Ｎｏ

(9-4)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

平成29年に水防法の一部が改正され、地域防災計画に定め
られた要配慮者利用施設に避難確保計画の作成及び避難訓
練の実施が義務付けられていることから、利用者が迅速に
避難できるような計画の策定状況や訓練の実施状況を年１
回書面により確認します。 関連する

個別計画・
根拠法令等

水防法

弥富市地域防災計画

弥富市津波避難計画

事業の開始・
終了

開始年度 令和２ 年度 終了年度 令和10 年度 第８期介護保険計画・高齢者福祉計画

避難確保計画策定促進事業 介護高齢課 高齢福祉グループ 令和6年5月10日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策
9

要配慮者利用施設避難確保計画策定の促進

主要事業 避難確保計画策定促進事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

社会福祉施設や医療施設などの要配慮者利用施設におい
て、避難確保計画の作成及び避難訓練を実施し、水害等の
災害時に要配慮者が速やかに避難できることを目的としま
す。 主な協働・

関連団体等

特別養護老人ホーム輪中の郷

特別養護老人ホーム長寿の里・十四山

愛厚弥富の里

SDGs
連携分野

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

方向性

対象外

課長意見

対象外

必要性

0

令和４年度

(補助額)

評価の結果

評価対象外

評価対象外

(補助額)0 (補助額)

妥当性

施策への貢献度

効率性

評価対象外

評価対象外

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

項目

指標の分析

(２) 安全・防災メールの登録者数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

新たに策定した施設はありませんでしたので、昨年度と同様の数となっています。目標は達成されています。

45 65

個 3 4 8 8

戸 24 27

75 80

か所 0 5 24 31 32 14 14

件 69 73

32

5 12

か所 49 51 55 60

㎞ 0.4 1.7

4,600 4,800

団体 42 40 50 60

人 4,100 4,034

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 0 0

(補助額) (補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

00

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

0 0

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

0

事業費
（直接経費）

0

令和７年度（計画）令和６年度（計画）令和５年度（計画）



事業Ｎｏ

(10)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

地震発生時における木造住宅の倒壊等による災害を防止す
るため、旧基準木造住宅耐震改修工事の実施者に対し、１
件最大100万円を限度とした補助金を交付します。

関連する
個別計画・
根拠法令等

耐震改修促進法

愛知県建築物耐震改修促進計画

事業の開始・
終了

開始年度 平成19 年度 終了年度 令和10 年度

民間木造住宅耐震改修費補助事業 都市整備課 建築グループ 令和6年5月17日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策
10

建築物の耐震診断及び改修等の支援

主要事業 民間木造住宅耐震改修費補助事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

市が実施する民間木造住宅耐震診断の結果、総合評価が
1.0以上になるような耐震改修を行った方へ補助すること
により耐震化の促進を図ります。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

方向性

現状維持

課長意見

住宅の耐震化については関心は高いものの、耐震工事をするなら建て替えを希望する人が多く、耐震化の進捗
率は上がらないのが実情ですが、今後も普及啓発活動を続け、現状どおり事業を進めていくことが妥当と考え
られます。

必要性

2,361

令和４年度

(補助額)

評価の結果

近い将来起こるであろう大地震発生時に、旧耐震基準で建て
られた未耐震木造住宅に対し、耐震補強を促進していくこと
により、地震被害を軽減するため必要です。

国や県の補助制度を活用するとともに、２地区の戸別訪問を
実施し、耐震啓発のチラシを配布等啓発を実施しました。

(補助額)2,361 (補助額)

妥当性

施策への貢献度

効率性

国の法律及び基本方針に基づくものであり、市民の安全・安
心を確保することは、市の重要な責務です。

個人支出した補強改修工事費用は、補償額より多大な支出を
行っていることから、今後災害が発生した際には、行政負担
が大きく減るものと考えます。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

項目

指標の分析

(２) 安全・防災メールの登録者数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

高齢者世帯の増加や費用的な要因で、耐震改修にはなかなか踏み切れないのが伸び悩みの原因と考えます。

45 65

個 3 4 8 8

戸 24 27 27 27 2727

75 80

か所 0 5 14 14

件 69 73

5 12

か所 49 51 55 60

㎞ 0.4 1.7

4,600 4,800

団体 42 40 50 60

人 4,100 4,034

2,361

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 600

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 803 3,150

(補助額) (補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

3,1503,150

225(補助額) (補助額)(補助額)(補助額) 225 225

1,500

300

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額) 1,500

300

1,500

300
耐震シェルター
補助金

耐震シェルター
補助金

耐震シェルター
補助金

2,000

(補助額) 600 636(補助額)(補助額)(補助額) 636

2,000

636

2,000
耐震改修費補助
金

耐震改修費補助
金

耐震改修費補助
金

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

耐震診断派遣委
託料

803 850

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

耐震診断派遣委
託料

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

850

事業費
（直接経費）

850
耐震診断派遣委
託料

耐震診断派遣委
託料

令和７年度（計画）令和６年度（計画）令和５年度（計画）



事業Ｎｏ

(12)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

災害に備え、リチウムイオン蓄電池を備蓄します。

関連する
個別計画・
根拠法令等

地域防災計画

業務継続計画

事業の開始・
終了

開始年度 令和元 年度 終了年度 令和10 年度

業務継続体制整備事業 防災課 防災グループ 令和6年5月15日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策
12

業務継続体制の整備

主要事業 業務継続体制整備事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和５年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

大規模災害時に継続して業務を実施するため、業務継続計
画（BCP)に基づき、必要となる非常用電源等の確保や職員
の業務体制を整備します。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK１期

■今後の進め方【ACTION】

方向性

現状維持

課長意見

令和４年度にすべての一次開設避難所へ１台ずつ配備が完了しました。令和５年度から福祉避難所へ計画的に
配備しています。今後は、配備する数量や場所等を検討していく必要があります。

必要性

275

令和４年度

(補助額)

評価の結果

大規模災害時に継続して業務を遂行するため、最新の組織に
沿った計画の修正が必要となります。また、同時に避難所の
停電に備えて、非常用電源の整備が必要となります。

愛知県の南海トラフ地震等対策事業費補助金を活用して、計
画的に避難所へリチウムイオン蓄電池を配備しています。

(補助額)275 (補助額)

妥当性

施策への貢献度

効率性

災害発生時においても行政機能を早急に復旧するために、業
務継続計画は市で策定することが妥当です。

業務継続計画の策定により、資源制約がある状況下において
も非被災地からの応援や外部機関の活用に係る業務の実効性
を確保することができ、100%を超える業務レベルも適切かつ
迅速に対応することが可能となります。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

項目

指標の分析

(２) 安全・防災メールの登録者数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

計画どおり、福祉避難所にリチウムイオン蓄電池を配備することができました。

45 65

個 3 4 6 6 8 8 8

戸 24 27

7

75 80

か所 0 5 14 14

件 69 73

5 12

か所 49 51 55 60

㎞ 0.4 1.7

4,600 4,800

団体 42 40 50 60

人 4,100 4,034

275

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 226

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和５年度（実績）

合　　　計 681 825

(補助額) (補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額)

合　　　計

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

825825

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) (補助額)(補助額)(補助額)

(補助額) 226 275(補助額)(補助額)(補助額) 275 275

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

リチウムイオン
蓄電池

681 825

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

リチウムイオン
蓄電池

内訳
（具体的な内容）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

825

事業費
（直接経費）

825
リチウムイオン
蓄電池

リチウムイオン
蓄電池

令和７年度（計画）令和６年度（計画）令和５年度（計画）


